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ひまわりシステムを生んだ鳥取県智頭町の地
域復興事起こしのまちづくり
─人口減・少子高齢化に適応する社会システムデザイン
1	 はじめに
ひまわりシステムは鳥取県智
ち
頭
づ
町の長年の市民
有志による地域を立て直す（地域活性化、地域復
興の）ためのまちづくりの中から 1995 年の春に
生まれたものである。最初は智頭町のうち、富沢
地区に一人で暮らす高齢者 12 人を対象にスター
トしたが、1996 年４月以降は対象を町全体に広
げて実施された。既に高齢化が顕著に進行する中
で、高齢者の独居世帯が増加していた。山間地域
の典型である智頭町では、このような独居世帯が
必ずしも隣接せず（隣接した家屋は空き家である
ことも多く）、お互いに物理的に距離が離れた状
態で住んでいることが大きな懸念を呼んでいた。
高齢ながら今は一応介護を必要とせずに暮らして
いても、いつなんどき急に生命に関わる病気に見
舞われるとも限らない。日常品の購入や治療薬の
受取りなどのためには、車での移動が避けられな
いが、自ら運転することも叶わず、公共バスは頻
度やバス停までのアクセスを考えるとほとんど利
用できない。昔はもっと人口や世帯も多く、お互
いに日常的に声を掛け合い助け合うコミュニティ
が機能していた。しかしそれも難しくなり、年々
悪化することが見込まれる状況を受けて、山間地
域に住む独居老人たちの安否を確認できる新しい
社会システムが切実に求められていた。まちづく
り有志の中で「何とかしなくてはという声が挙が
り、リーダー役である寺谷篤志氏が地元郵便局長
であったことも関係して、「ひまわりシステム」
として誕生することになったのである。なおこの
間の経緯と「社会システムのデザイン」という考
え方については、筆者も執筆した「ひまわりシス
テムのまちづくり」［参考文献１）］に詳しい。
また本稿でもまちづくりの経緯と結びつけて紹介
する。
「ひまわりシステム」はこのような問題認識の
中で新しい社会システムのモデルとして発案さ
れ、実際に試行され、社会実験として普及が進ん
でいったものである。本システムはその後「ひま
わりサービス」として国政レベルの事業へ「格上
げ」されて全国展開が図られたが、郵政事業の民
営化にともなって当初の趣旨からはかなり外れ、
縮小化や変質化の傾向にあるようである。一方、
当初ひまわりシステムがカバーしようとした「高
齢化社会に不可欠な福祉サービス」のビジネス
チャンスの側面は、むしろ民間の新規事業者に
よってしたたかに引き継がれ多様な分化や進化を
遂げつつある。
本稿ではひまわりシステムが生まれた経緯をた
どりながら、鳥取県智頭町という「生きた社会実
験の現場」からどのようにして構想され、実践さ
れたのかについて検討してみたい。
2	 鳥取県智頭町の地域復興・事起こし
の30年余のまちづくり
鳥取県智頭町の地域復興・事起こしのまちづく
144 研究紀要『災害復興研究』別冊
り運動とは、当時CCPT（智頭町活性化プロジェ
クトチーム）という名称で 1980 年代半ばごろか
ら始められた地域活性化の住民運動のことであ
る。CCPTは既に役割を終えて存在しないが、住
民活動は今も変容・進化しながら続いている。表
１でまずその概要を一望しておこう。また［参考
文献2）、3）、4）］を参照されたい。
旗頭となったのが当時鳥取県智頭町にある那岐
郵便局の局長寺谷篤（志）氏であった（以下敬称
略）。つまりこれはひとりから始める事起こしで
あった。後年、「篤」から「篤志」と名を改めた
寺谷は当時 30 歳後半の青年リーダーであった。
（なお表１は寺谷と筆者の観点から整理したもの
である。）当初から、ほぼ一回り年上の、製材業
を営む前橋登志行氏が相方として加わった。地方
自治からは実体として程遠い町役場や町議会の機
能不全と、封建的村社会から脱皮しきれず行政依
存に陥っている地域住民の主体性のなさに義憤を
感じ、挑戦するための異議申し立ての運動でも
あったと筆者は解釈している。ささやかでもでき
るところから地域を立て直す地域復興の事起こし
運動であったともいえる。
なお筆者は、「事起こし」を次のように定義し
ている（詳しくは「ひとりから始める事起こしの
すすめ」［参考文献3）］の 4章を参照されたい）。
①必要性を意識した人がまず「我が事」として
行うもので、そのリスクやコストをとる覚悟
があること。
②実践が肝要で、そのためにはどんなに小さな
事であっても構わない。
③事を起こす目的は第一に自らが変わること
で、その結果として「周り」も変えることで
ある。つまり主体的に事起こしの最初の当事
者になることでもある。「変えるべき事の具
体的な中身」は当人が自ら選び、設定するべ
きである。一つのテーマとして始めるのが良
い。テーマは自身の使命感と行動力をベース
に、興味や知識、得意な技能、個人的な資産
や自身が持っている人的ネットワークなどを
考慮して決めればよい。
④自らに課した事起こしを始めることによって
「最初の当事者」となることを目指す。
表 1　智頭町事起こし 30年の年表
年 月 内　容
1985 7
10
11
杉板はがき発案
鳥取国体秋季大会開催
杉の木で名刺製作
1986 5
7
10
鳥取県の 40 番目の町村として智頭町八河谷に杉の
木村を開村
智頭木創舎設立
八河谷集落に木材加工に糸鋸道入
1987 8 木づくり遊便（郵便）コンテスト開催
1988 4
5
7
6～12
寺谷篤志が岡田憲夫（鳥取大学）を訪問・出会う
子供とカナダ・ウォールーター大学生との交流
智頭町活性化プロジェクト集団（CCPT）結成
八河谷集落実態調査（鳥大・岡田研）
智頭杉・日本の家設計コンテスト公募～表彰
1989 1～3
4
5
6～8
8
9
智頭杉・日本の家パンフ作成、モデル住宅着工
青少年海外派遣事業スタート（5 年間 35 人）
実態調査結果報告／岡田講演（八河谷集落）
杉の木村ログハウス建設プロジェクト開催
第 1 回杉下村塾開講／ 10 年×10 回
スイス山岳地調査（岡田と寺谷）
カナダ・オンタリオ州ランプトンセントラル高校と
の交換交流スタート
1990 7
8
CCPT 活動提言書発行× 10 年＝ 10 冊 200 万字
土木学会で四面会議システム発表
1991 11 杉の木村で親水型川づくりについて関正和氏講演
1993 3
5
大屋川親水公園完成式で岡田講演
智頭町親水公園連絡協議会発足
1994 8 役場と郵便局のプロジェクトチーム発足
智頭町グランドデザインプロジェクト検討
1995 2～7
6
7
12
はくと・はるか・関空シンポジューム南港で開催（智
頭急行開業六カ月記念事業）
ひまわりシステム智頭町富沢地区提供実験開始
日本・地域と科学の出会い館建設完成
国際交流基金交流振興賞／ CCPT 受賞
1996 1
4
8
ひまわりシステム智頭町全域サービス提供
日本・ゼロ分のイチ運動スタート（早瀬集落）
早瀬集落「四面会議システムにより計画書完成」
1997 2
6
7
9
12
「ひまわりシステムのまちづくり」はる書房発行
早瀬集落「東屋 1 号棟」（桃里安瀬）建築
早瀬集落・葬儀改革を提案
千代川流域圏会議発足
早瀬集落「東屋 2 号棟」（桃里径）建築
1998 7 優良地方公共団体自治大臣表彰／智頭町受賞
1999 1
11
早瀬集落「東屋 3 号棟」（桃千望）建築
早瀬集落「太陽の館」竣工式
2000 1
10
11
「地域からの挑戦」岩波書店発行
早瀬集落「東屋 4 号棟」（桃香音庵）建築
石谷家住宅一般公開
2001 4 過疎地域自立活性化優良事例総務大臣表彰／智頭町
受賞
2002 8～9
11
建設コンサルタント協会地域リーダー養成セミナー
「四面会議システム演習」（場所：幕張と小布施町）
同セミナー（場所：幕張と佐原市）
2003 8 建設コンサルタント協会地域リーダー養成セミナー
「四面会議システム演習」（場所：佐渡市）
2004 8 早瀬集落防災拠点「東屋 5 号棟」（生き生きサロン）
建築
2006 11 早瀬集落自治会発足（地方自治法準用）
北京外国語大学「智頭の森基金」第一回送金 5 万円／
10 年間／フィールド学習支援開始
2007 1
2
ゼロイチ地区版スタート（山形・山郷地区）
百人委員会出発式
いろりの家（生家）竣工式（定住促進）
2008 4
9
杉小判社会実験スタート
森林セラピー体験開始
2010 3
10
民泊受け入れスタート
寺谷篤志京都転出
2011 7 いろりの家／岡田憲夫研究室智縁篤志文庫開所
2013 8
11
関西学院大学　岡田ゼミ智頭山郷合宿（第 1 回）
旧山郷小学校再利用の農家レストラン開設
2014 8 関西学院大学　岡田ゼミ智頭山郷合宿（第 2 回）
2015 8 関西学院大学　岡田ゼミ智頭山郷合宿（第 3 回）
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⑤一過性ではなく、息長く繰り返すことで目的
とした「変えること」が実現・拡大すること
が必要である。
いわゆる「地域活性化（運動）」や「まちづくり」
は、このような事起こしの性格を備えている場合
も少なくないが、必ずしもそうではないことに留
意したい。事起こしでは始め方と持続的な続け
方・広げ方を重視している。実践できるならば、
どんなに小さな事や小さな地域であってもよいこ
とも特徴である。鳥取県智頭町の 30 年以上にわ
たる運動は地域活性化、まちづくりと呼ぶことも
できるが、事起こしのシリーズであったというの
が適切であろう。
寺谷が小さな波紋を起こすように始め、それに
内外のいろいろな人が呼応して波紋が広がった
り、重なったりして今日にまで続いているからで
ある。
以下、［参考文献3）］から一部引用することで
智頭町の 30 年の事起こしのまちづくりについて
簡単に概観しておこう。
3	 智頭町の 30年の事起こしのまちづ
くりの第1段階
（1980 年代中盤から 1990 年代中盤）：ベース
キャンプを築いて小さく始める事起こし
智頭町の事起こしは 1980 年代半ばに寺谷篤志
が中心になって始められた。これに呼応する地元
の中年・青年の有志たちとともに智頭町活性化プ
ロジェクト集団（CCPT）が形成され活動が始まっ
た。智頭町の八
や
河
こう
谷
だに
地区集落は当時もっとも
「過疎化」が進む集落の典型であったが、あえて
CCPTは活動のベースキャンプをこの集落の近く
に設け、「杉の木村」と名づけた。ここで言う「過
疎化」とは、単に人口流出が顕著で止らないだけ
ではない。高齢化が進み、若年層がほとんどいな
くなるなどの中で、地域はどんどん閉鎖的になり
主体的に対応しながら、住み続けようとする意欲
や誇りを地域が失っていく「過疎化の社会的病理」
が進行していたことを指している。CCPTはこの
ような警戒心が強く閉鎖的な集落の村はずれに場
所を借りて活動を始めたのである。新しい挑戦を
する上で集落の慣習やルールに縛られないこと、
適当に村人の目に触れる距離にあることであった。
寺谷が振り返るところによれば、CCPTの事起
こしの狙いは当初から一貫して、
①地元の資源や人を活かした「地域経営」
②閉鎖的な地域を開くための外部との「交流」
③行政任せ、成り行き任せではなく、自分たち
の意思と才覚で地域を統治していく能力を身
につけ、仕組みを築くこと（「住民自治」）
であったと判断される。
カナダのログビルダーを招いてのログハウス建
設共同体験プロジェクト、そこから派生したカナ
ダ・ランプトンセントラル高校と地元の智頭農林
高校との国際交流事業、鳥取大学教員有志による
セミナーハウス建設とそれを活用した「地域の学
習の場づくり」（たとえば後述する「杉下村塾」
や読書会の一つである「耕読会」の活動）などが
次々と杉の木村を起点に広がった。後述するよう
に、このような CCPT を中核とする地域の中で
の学習を通じて高齢化社会に適応した福祉サービ
スの必要性と可能性を模索する動きも現れてく
る。これがひまわりシステムの提案につながった
とも言えよう（ただし導入された場所はこの八河
谷集落ではない）。
その後、八河谷住民が組合形式で経営するログ
ハウス宿泊施設として外部の人たちが入ってくる
開かれた村に変貌していく。多自然型河川の川作
りのモデル地区として関連施設も鳥取県の事業と
して整備されることとなった。このログハウス村
はいくつかの困難を乗り越えて形を変えてしぶと
く生き残って今日（2015 年夏現在）にいたって
いる。結果的には町外の人にはほとんど知られて
いなかった「八河谷」に実質的に変わる集落名と
して、こんにち「杉の木村」の名が集落の人たち
によって好んで使われている。誇りをもって人々
が主体的に生きている証
あかし
でもある。こうして、地
域復興にささやかでも挑戦し続ける小さな成功モ
デルとして杉の木村は注目されるようになってい
る。
4	 智頭町の 30年の事起こしのまちづ
くりの第2段階
（1990 年代中盤から 2000 年代中盤）：その 1=
ひまわりシステムの誕生
寺谷らの活動は一つひとつの成功を積み上げな
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がら、少しずつ地域の住民の信頼を得ていった。
このことは実は 1980 年代後半でもその兆しとし
て、活動の拠点が杉の木村という点から次第に線
や、面へと少しずつ広がりを見せてきた。1990
年代中盤になると傾向はより明確となり、ベース
キャンプを移しながら「目覚めた人たち」を巻き
込み、地区・集落に応じた成功モデルづくりを傍
から手伝う形に運動も変容していった。明治維新
にもつながった松下村塾に倣って、地域の人たち
が外部の専門家を招いて新しい時代を知り、世の
中の動きを学習する杉
さん
下
か
村
そん
塾
じゅく
が毎年開催される
ようになった。学習する事起こし集団が育ってき
た。次第に外部者と内部の学習する集団とが地域
の中で出会い、交流する施設を必要とすることに
なった。こうして生まれたのが「日本地域と科学
の出会い館」である。
CCPTは次第に運動の背景に溶け込むようにな
り、代わってささやかながらでも地区・集落の人
たちの主体性を活かした取り組みが始まるように
なってきた。さらに個々の地域の特性や特別な事
情に通じた人々が前面に出てきて、お互いに知恵
を活かして進めていく動きが出てきた。その動き
を傍から「促し、導く」、そして徐々に「広げて
いく」。このようなアプローチへと進化を遂げて
きたのである。
5	 ひまわりシステムの誕生の背景とシ
ステムの概要
1990 年代の前半ごろから寺谷らが着眼したの
は、郵便局の役割である。高齢化社会が求める福
祉サービスと、郵便システムの役割を掛け合わせ
るという発想である（図１参照）。ひまわりシス
テムが誕生した 5年ほど後には小泉改革の嵐に見
舞われる郵便事業であったが、智頭町の郵便業務
にもファックスや電子メール等の高度情報化社会
の到来がせまっており、旧来配達業務がこのまま
では縮小の一途をたどることが予想された。郵便
配達業務に限らず、郵便貯金と保険業務も含め
て、来る 21 世紀に備えて郵便システムをどのよ
うに適応させ進化させていくかは急務の課題で
あった。外から、トップダウン的に「改革」を迫
られる前に、小さく、ささやかでもボトムアップ
でローカルな「変革」を試行し、突破口を見つけ
ていく。その待ったなしの挑戦として「ひまわり
システム」が仕掛けられ、実験が開始された（少
なくともそのような狙いと側面があった）と筆者
は解釈している。ただし忘れてならないことは、
「生
なま
ものである地域」で実際にその種をまき、そ
こで発芽し、花を咲かせ実を結ぶ。さらに新たな
種子が近隣地域に広がってまた新しい発芽をして
繰り返していく、そのような新しい社会システム
の成長と伝播の可能性を見極めていく構想があっ
たことが大切である。言い換えれば、「生
なま
もので
ある地域」のニーズと社会的な受け入れが結果と
してなければ成り立たないのである。この意味で
は、郵政システムの単なる生き残りのための戦略
としてだけではなく、日本社会の新しい進展と進
化をサポートするボトムアップ型の社会システム
のデザインの成否が試されていたという点が重要
である。
本システムを構成する第一の当事者は、本シス
テムのサポートを受けたいと考える「お客さん
（顧客）」であり、自主的登録による高齢者独居世
帯の方である。必ずしも毎日ではなく、必要とす
る人がその都度「黄色いひまわりの旗」を門口に
立ててシグナルを示すこととした。顧客の「頼み
ごと」としては、「安否確認の声を掛けてもらう
こと」、病院の処方箋による（薬局からの）「薬の
受け取り」、「生活用品の受注と配達」などであっ
た。これらの「日常的な地域の見回りと配達」を
担うのが地元の郵便局であった。つまり地域・地
理をよく知り地域の人々と顔なじみの郵便配達員
の「信頼できる地域まわりのローカルコミュニ
ケーション・ネットワーク」をソーシャルキャピ
図 1　高齢化社会の福祉サービス×郵便事業サービス
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タルと尊んで活かすというところに狙いがあっ
た。高齢化社会に求められる新しいローカルコ
ミュニケーション・ネットワークの仕事を「郵便
配達の新種」とみなして、顧客が託した「頼みご
と」が書かれている郵便を配達時に届ける。逆に
頼みごとが処理された結果（要請された配達物・
事）を元の顧客に届けることで「頼みごと・頼ま
れごとのループ」が完結するのである。ここで大
事なもう一つの当事者が病院・薬局、日用品販売
の商店などである。さらにもう一つの重要な当事
者が地元の役場であり、本システムが単に個人の
頼みごとのサポートではなく、過疎高齢社会を維
持していく公的役割も担っていることを担保する
ために関与する。具体的には、個人の郵便に託し
た「頼みごと」は、いったん役場に届けられ、そ
こからさらな依頼先へと発送される。これにより
本郵便業務の実費は役場が負担することになる。
なお「ひまわり」には郵便配達の外務職員が仕
事ついでに毎日のように回る「日回り」や植物の
「ヒマワリ」が太陽に沿って動きながら、配達を
受ける顧客の一人ひとりを温く照らしていく様子
を象徴して名づけられたものである。
試行・普及していく中で本システムは安否確認
が重要なウエイトを占めるようになり、一人暮ら
しの高齢者からは「見守ってもらえて安心」「声
を掛けてもらえるだけで嬉しい」といった反響が
あった。外務職員からも、サービス開始当初より
も「お年寄りの顔が明るくなった」との声も聞か
れるようになったとも言われている。ただ、ひま
わりシステムは基本的には旧来の郵便業務に加
わった無償のサービスの業務でもあり、収益重視
の経営効率や労務管理（労務負担）という視点か
らその積極的な推進・発展を疑問視したりする動
きも背後であったものと推察される。また郵便法
や薬事法の改正をせずに進めていくには限界が
あったことも事実である。
ともかくひまわりシステム事業はまさにこのよ
うな新しい時代を知り、世の中の動き学習する活
動の高まりの中で、寺谷がリーダーシップを取り
ながら発想し、関係当事者が協力し合って新しい
社会システムとしてデザインされることになった
のである。言い換えれば、ここにいたる 1980 年
代からの地域を開き、お互いに世の中の動き学習
する事起こしの積み上げがあったからこそ生まれ
たと言える。
6	 智頭町の 30年の事起こしのまちづ
くりの第2段階
（1990 年代中盤から 2000 年代中盤）：その 2=
日本ゼロ分のイチ村おこし運動（前期集落版）
ひまわりシステムが導入され始めた後に、智頭
町の今日の地域復興まちづくりの最大の目玉とな
る日本ゼロ分のイチ村おこし運動が導入されるこ
ととなった。最初に発案し、推進役となったのは
やはり寺谷であったが、筆者を含む研究者たちも
アドバイスを求められた。
基本的な趣旨を表す 3本の柱として、①地元の
資源や人を活かした「地域経営」、②閉鎖的な地
域を開くための外部との「交流」、③行政任せ、
成り行き任せではなく、自分たちの意思と才覚で
地域を統治していく能力を身につけ、仕組みを築
くこと（「住民自治」）が挙げられている。この趣
旨に賛同し、実践するための組織（協議会）を設
けることが応募の資格条件となる。地域単位（集
落）で住民が応募するもので、10 年単位の競争
型プログラムで、採択されてはじめて本事業の対
象地域となる。採択されると、当該地域は少額の
資金的サポートを得て、自らの地域の未来をビ
ジョンとして作成することがまず求められる。ビ
ジョンに向かって自らの地域を主体的に変えてい
くかの実践行動計画を作り、公表しなければなら
ない。10 年単位のこの挑戦は参加した集落が小
さく主体的に事起こしをしていく素地を築くこと
になった。
7	 智頭町の 30年の事起こしのまちづ
くりの第2段階
（1990 年代中盤から 2000 年代中盤）：その３= 日
本ゼロ分のイチ村おこし運動（第 2 期﻿集落地区版）
智頭町の事起こしの持続的な挑戦は 21 世紀に
入るころからさらに進化を遂げ、現在も絶えず進
行中である。ここではもはや CCPT の組織とし
ての活動は実態的には存在せず、寺谷や他の積極
的な元メンバーは表舞台から次第に退き、背景化
するようになる。つまりこれまで事起こしには縁
がなかった「ふつうの住民」の中から、身の丈で
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の事起こしをしようとする意欲のある人をサポー
トする側に回るアプローチをとるようになってき
た。
寺谷篤志らは日本ゼロ分のイチ村おこし運動の
発展形として地区版を構想する。智頭町役場に提
案し、智頭町長（寺谷誠一郎氏）がそれを受けて
提案する政策を町議会が認めるという議決がデザ
インされた。そのような手続きを経ることで、拡
大版の事業として具体化することになる。集落レ
ベルで一定の成功をみた日本ゼロ分のイチ村おこ
し運動の基本的な趣旨はふまえつつ、谷あいに
沿った集落を束ねた地区レベルへと格上げして実
施するものである。ただこの地区レベルでの実施
は集落レベルと比べて格段に難しい取り組みで、
参加する集落同士の連携が事前に合意されている
必要がある。具体的には「地区協議会」の発足と
これを母体にした地域変革の実践行動計画づくり
ができることが条件とされている。集落レベルの
取り組みよりハードルが高くなっただけではな
く、住民自治を実体化する社会実験としての政治
的意味合いははるかに大きいと言える。画期的な
点としては「地区協議会」が結成され、機能を発
揮すると、かつて実在した旧役場（合併の結果廃
止されたもの）が再生できるのではないかという
もくろみが埋め込まれている点ある。首長に相当
する地区協議会の会長を選挙で選出することで、
協議会が擬似的な町役場として蘇る。こうして地
域の未来を主体的に選択し、変えていく行動を自
ら実行する身近な擬似的町役場が生まれる。智頭
町役場と交渉する当事者能力を獲得することにも
つながる。そのような社会的革新を促すプログラ
ムとなっていた。寺谷はこのようなプログラムが
現実化するデザインをし、提案し、説得する役割
を演じている。ある意味でのボトムアップ型の住
民主体の地域変革のガバナンスの制度（社会シス
テム）をデザインし、町行政機関における民主的
意思決定を経てその枠組みが用意される上での事
起こしを暗に演じたことになる。
本地区版ゼロ分のイチ村おこし運動は、最初に
応募した山郷地区と山形地区の事起こしの実践計
画が現在（2015 年 9 月時点で）進行しつつある。
特筆すべきこととして山郷地区では、協議会の
活動的なメンバーの中から身の丈の事起こしを進
めるリーダー的な存在の人が育ちつつあることを
挙げておきたい。寺谷は 2010 年ごろから生活の
場を京都市内に移しており、このような身の丈の
事起こしリーダーのような地域経営まちづくりの
人材が育つのを外部から支援する触媒役に徹して
いる。同時に京都市内の自ら住む新築マンション
で、管理組合に加えて自治会を立ち上げ新しい地
域コミュニティを作り出していく新たな事起こし
を始めている。
8	 結びに代えて：21世紀型福祉社会
と郵政サービスシステムの進化に一
石を投じたひまわりシステム
ひまわりシステムは、その後ひまわりサービス
と名を変えて国政レベルに格上げされた。しかし
民営化の流れの中その位置づけと方向性は目下
かなり不安定のようにも思える［参考文献5）、
6）］。図 2はひまわりシステムが種を播いた新し
い社会システムづくりへの挑戦がいくつかの流れ
となってときには交錯し合いながら未来につな
がっていくことを筆者なりに予想したものであ
る。一つの流れは 21 世紀型高齢化社会が不可欠
とする新しい社会システムのデザインである。も
う一つは我が国における 21 世紀型郵政サービス
システムの今後の変革を構想する上で、ひまわり
システムが問いかけたことがどのように生き残
り、進化に寄与しうるかということである。企業
経営の新規ビジネスとするのか、地域に根を張る
郵便事業の協働的な地域経営とみるのか、それを
組み合わせるか ?　郵政の労働組合の役割モデル
づくりに結び付けるのか ?　いずれにしても本腰
を入れる覚悟が求められよう。
郵政事業の行方はともかく、ひまわりシステム
ひまわりシステムの利用者（微笑むおばあちゃんたち）
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の遺伝子を播き放った鳥取県智頭町が今後も地域
復興の事起こしのまちづくりを通して、人口減・
少子高齢化に適応した日本の社会システムのデザ
インをボトムアップで生み出していくことを筆者
は切に念じている。
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図 2　ひまわりシステムの遺伝子を源流にした社会の展開と郵政システムの進化の可能性
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